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平成１９年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１９年度 平成１８年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 441,418,995,487 447,362,266,327 △5,943,270,840 △1.3 

歳 出 総 額 B 435,481,254,575 438,053,807,719 △2,572,553,144 △0.6 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 5,937,740,912 9,308,458,608 △3,370,717,696 △36.2 

翌年度繰越財源額 D 3,845,997,860 6,357,928,731 △2,511,930,871 △39.5 

実 質 収 支 額 E=C-D 2,091,743,052 2,950,529,877 △858,786,825 △29.1 

前年度実質収支額 F 2,950,529,877 2,001,489,676 － － 

単年度収支額 G=E-F △858,786,825 949,040,201 △1,807,827,026 △190.5 

財政調整基金 
積 立 額 H 1,029,389,891 11,239,768 1,018,150,123 9,058.5 

地方債繰上償還額 I 7,802,505 0 7,802,505 皆増 

財政調整基金 
取 崩 額 J 2,477,884,000 0 2,477,884,000 皆増 

実質単年度収支額 K= 
G+H+I-J △2,299,478,429 960,279,969 △3,259,758,398 △339.5 

 
 
○ 歳入総額は、４，４１４億１，８９９万５，４８７円 
歳出総額は、４，３５４億８，１２５万４，５７５円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より５９億４，３２７万円余、１．３％の減、歳出は２５億７，２５５万円余、

０．６％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、５９億３，７７４万円余で、平成２０年度への繰越財源額

３８億４，５９９万円余を差し引いた実質収支額は、２０億９，１７４万円余の黒字となった。 
 
○ 平成１９年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２９億５，０５２万円余を差し引いた単年度収支

額は８億５，８７８万円余の赤字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１０億２，９３８万円余、地方債繰上償還額の７８０万円余、

財政調整基金取崩額の２４億７，７８８万円余を加減した実質単年度収支額は、２２億９，９４７万円余の

赤字となった。 
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（歳入の状況） 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，７６１億６，２４９万９，２３８円 
調 定 額 ４，４６８億３，１１６万９，０３４円 
収 入 済 額 ４，４１４億１，８９９万５，４８７円 
不納欠損額 ４億３，９５８万６，７６２円 
収入未済額 ４９億７，２５８万６，７８５円 

 
収入率は、予算現額に対し９２．７％、調定額に対し９８．８％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９２．９％、対調定額 ９８．８％） 
 

また、収入済額を前年度と比べると、５９億４，３２７万円余、１．３％の減となった。 
 

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち主な内容は県

税と県税に係る加算金である。 
 

収入未済額は調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８３．７％、使用料及び

手数料（県営住宅使用料等）が８．４％を占めている。 
 
 
○ 主なもの 
 
県 税  
収入済額は、１，１５５億９，０９９万円余で、前年度に比べ、１５７億３，８５２万円余、１５．８％

の増となった。  
これは、個人県民税 １２２億５，７５７万円、法人事業税 ２６億３４４万円、法人県民税 ９億

８，３３２万円、県民税利子割 ２億１６０万円、地方消費税譲渡割 １億７，６６７万円の増、軽油

引取税 ２億１，４９１万円、自動車取得税 １億８，９８８万円、自動車税 ７，５８６万円の減等

によるものである。 
 
 
地方消費税清算金  
収入済額は、１７９億５，７４５万円余で、前年度に比べ、２億８，０９１万円余、１．５％の減と

なった。  
 
地方譲与税  
収入済額は、１８億６，３５０万円余で、前年度に比べ、１４８億１，２６０万円余、８８．８％

の減となった。  
これは、地方道路譲与税 １億７，０６０万円の増、所得譲与税 １４９億８，８８２万円の減等によ

るものである。 
 
 
地方特例交付金  
収入済額は、９億７，４７１万円余で、前年度に比べ、７億５２５万円余、２６１．７％の増となった。 
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地方交付税  
収入済額は、１，１９６億８，８６２万円余で、前年度に比べ、２１億４，６４５万円余、１．８％

の減となった。  
これは、普通交付税 １８億８，４４６万円、特別交付税 ２億６，１９９万円の減によるものである。 

 
 
分担金及び負担金  
収入済額は、４９億８，２０７万円余で、前年度に比べ、４億５，２９６万円余、１０．０％の増

となった。  
これは、都市計画費負担金 ５億６，９８５万円、防災費負担金 ５，３７３万円の増、農地費負担金

７，３６３万円、道路橋りょう費負担金 ５，３７２万円、児童福祉費負担金 ３，２５４万円の減等に

よるものである。 
 
 
使用料及び手数料  
収入済額は、８６億４，１７５万円余で、前年度に比べ、８９９万円余、０．１％の増となった。  
これは、児童福祉費使用料 ７，８０１万円、大学費使用料 ７，１３９万円、社会教育費使用料  
２，２３３万円の増、証紙収入 ９，３５１万円、社会福祉費使用料 ５，０６８万円、県営住宅使用料 

１，５９３万円の減等によるものである。 
 
 
国庫支出金  
収入済額は、６１９億９，１３９万円余で、前年度に比べ、２１億４，４０９万円余、３．６％の増

となった。  
これは、土木費国庫補助金 ２５億２，０４６万円、総務費国庫委託金 ４億８，４１４万円、災害復

旧費国庫補助金 ３億１，５６１万円、教育費国庫補助金 ２億２，４７５万円の増、民生費国庫補助金 

１２億１，４８７万円、農林水産業費国庫補助金５億６，７４４万円、教育費国庫負担金 １億３，１７

５万円、民生費国庫負担金 ６，８７２万円の減等によるものである。 
 
 
財産収入  
収入済額は、１４億１，５３０万円余で、前年度に比べ、１１億６，８２２万円余、４５．２％の減

となった。 
 

これは、利子及び配当金 １億２，５５０万円、出えん金返還収入 ７，７００万円の増、不動産売払

収入 １３億６，００９万円の減等によるものである。 
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繰入金  
収入済額は、７３億６，１５３万円余で、前年度に比べ、６８億３４４万円余、１，２１９．１％の

増となった。 
 

これは、財政調整基金繰入金 ２４億７，７８８万円、国民健康保険広域化等支援基金繰入金 １８億

５，００４万円、県債管理基金繰入金１０億円、公共施設整備等事業基金繰入金 １０億円、障害者自立

支援対策臨時特例基金繰入金 ４億７，３１７万円、教育奨励資金特別会計繰入金 ７，０５２万円の増

等によるものである。 
 
 
諸収入 
収入済額は、２５８億４，１８８万円余で、前年度に比べ、４億５，８３６万円余、１．８％の増

となった。 
 

これは、貸付金等償還金 ５億３，０５３万円、県預金及び貸付金等利子収入 ９，４６２万円の増、雑入 
１億５，４１７万円の減等によるものである。 

 
 
県 債  
収入済額は、６５１億４，９５０万円で、前年度に比べ、１３１億８，５６０万円、１６．８％の減とな

った。 
 

これは、退職手当債 ３０億円、一般補助事業債 ９億５，６００万円、災害復旧事業債 ２億５，８

２０万円の増、単独事業債 ８１億８００万円、借換債 ６２億５，０００万円、臨時財政対策債１８億

９，５６０万円、減税補てん債 １１億４，６２０万円の減によるものである。 
 
（借換債については、平成１９年度から公債管理特別会計により経理しているため減となっている。） 
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（歳出の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，７６１億６，２４９万９，２３８円 
支 出 済 額 ４，３５４億８，１２５万４，５７５円 
翌年度繰越額 ２８５億４，０６７万  ８１９円 
不 用 額 １２１億４，０５７万３，８４４円 

 
支出済額は、前年度に比べ、２５億７，２５５万円余、０．６％の減となっている。（予算現額の対前年度

増減率△１．１％） 
 

予算現額に対する執行率は、９１．５％であり、前年度の執行率９１．０％に比べ、０．５ポイントの増

となっている。 
 
○ 主なもの 
 
総務費  
支出済額は、３８３億３，６７８万円余で、前年度に比べ、１１億６，７１３万円余、３．１％の増

となった。 
 

これは、納税奨励事務費 ７億６，８９２万円、退職手当 ５億５，９１８万円、参議院議員選挙費  
４億７，９７７万円、防災行政無線管理費 ４億２，０５６万円の増、高速情報通信基盤整備事業費  
６億９，５８９万円、知事選挙費 ４億５，０９７万円の減等によるものである。 

 
 
民生費  
支出済額は、４１７億９，１６７万円余で、前年度に比べ、２５億６，５９５万円余、６．５％の

増となった。 
 

これは、国民健康保険広域化等支援基金積立金 ２４億７，８７２万円、国民健康保険者支援特別対策事

業費 １８億５，００４万円、施設入所支援費負担金 ５億７８５万円の増、あけぼの医療福祉センター費 

２２億１３１万円の減等によるものである。 
 
 
衛生費  
支出済額は、１２５億３，２７０万円余で、前年度に比べ、３億４，１７２万円余、２．８％の増となった。 

 
これは、最終処分場整備推進費 １２億９，９０５万円の増、精神障害者社会復帰対策費 ３億３，４

６４万円、県立病院事業会計への繰出金 ３億３２７万円、特定広域水道施設整備事業費 ２億９，０３

０万円の減等によるものである。 
 
 
労働費  
支出済額は、１２億９，７８５万円余で、前年度に比べ、５，１６０万円余３．８％の減となった。 

 
これは、職業能力開発校管理費 １，１８９万円の増、離転職者訓練費 ２，４６４万円の減等による

ものである。 
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農林水産業費  
支出済額は、３６２億８，６２１万円余で、前年度に比べ、１３億５，９００万円余、３．６％の減と

なった。 
 

これは、山村地域活性化林道整備費 ３億６９１万円、土地改良費 ２億２３１万円、農地防災事業費 

１億７，０１３万円 、経営構造対策事業費補助金 １億４，９８５万円、森林管理道開設費 １億２，

５３８万円、林道整備事業費 １億１９４万円の減等によるものである。 
 
 
商工費  
支出済額は、８３億７，３６１万円余で、前年度に比べ、５億９，４７７万円余、７．６％の増とな

った。 
 

これは、企業立地対策費 ６億６，３００万円の増、資金対策費 ８，４０６万円の減等によるもので

ある。 
 
 
土木費  
支出済額は、８３２億４，６９８万円余で、前年度に比べ、１億４５２万円余、０．１％の減となった。 

 
これは、道路橋りょう建設費 １９億３，５４３万円、土地区画整理補助金 １３億２，８１９万円 
の増、道路橋りょう整備費 ２７億１，９９８万円、緊急街路整備費 ７億９３６万円の減等によるもの

である。 
 
 
警察費  
支出済額は、２２４億１，７２８万円余で、前年度に比べ、６億９，８８６万円余、３．０％の減

となった。 
 

これは、待機宿舎建設費 ３億７，３９６万円、職員給与費等 １億４，７０９万円、警察署等再編整

備費 ８，８９７万円の減等によるものである。 
 
 
教育費  
支出済額は、９３７億５，１３８万円余で、前年度に比べ、１５億４，１１９万円余、１．６％の減

となった。 
 

これは、職員退職手当 １３億３，８４０万円の増、山梨県立大学整備事業費 １７億９，１１３万円、

甲府支援学校等施設整備費 ７億８，４６１万円、高校施設整備費 ４億２，８８４万円の減等によるも

のである。 
 
 
災害復旧費  
支出済額は、１０億４，５５０万円余で、前年度に比べ、７億４６０万円余、２０６．７％の増となった。 

 
これは、土木施設災害復旧費 ４億３，３５３万円、農林水産施設災害復旧費 ２億７，１０７万円の

増によるものである。 
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公債費  
支出済額は、７１３億３，３３０万円余で、前年度に比べ、６３億８，９９９万円余、８．２％の減

となった。 
（借換債については、平成１９年度から公債管理特別会計により経理しているので含まれていない。） 

 
 
諸支出金  
支出済額は、２４１億８５３万円余で、前年度に比べ、２１億８，５５３万円余、１０．０％の増となった。 

 
これは、土地開発基金積立金 １０億２，０７８万円、財政調整基金積立金 １０億１，８１５万円、

利子割交付金 １億１，８１８万円、地方消費税清算金 １億１５８万円の増、地方消費税交付金 １億

４，０１４万円の減等によるものである。 
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２ 特別会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成１９年度 平成１８年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 250,814,193,896 158,332,474,200 92,481,719,696 58.4 

歳 出 総 額 B 234,040,871,346 141,747,214,272 92,293,657,074 65.1 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 16,773,322,550 16,585,259,928 188,062,622 1.1 

翌年度繰越財源額 D 443,759,230 183,092,004 260,667,226 142.4 

実 質 収 支 額 E=C－D 16,329,563,320 16,402,167,924 △72,604,604 △0.4 

 
 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１３会計である。 
 
○ 歳入総額は、２，５０８億１，４１９万３，８９６円 
歳出総額は、２，３４０億４，０８７万１，３４６円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より９２４億８，１７１万円余、５８．４％の増、歳出は９２２億９，３６５万円余、

６５．１％の増となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１６７億７，３３２万円余で、平成２０年度への繰越財源額

４億４，３７５万円余を差し引いた実質収支額は、１６３億２，９５６万円余となり、１０会計が黒字、   

３会計が収支同額となった。 
 
 
 
○ 会計別の状況 
 
恩賜県有財産特別会計  
収入済額は、９６億１，０９５万円余で、前年度に比べ、９億２，８２７万円余、１０．７％の増となった。 

 
これは、造林債 １１億７，９７０万円、事業費補助金 ５，６４６万円の増、不動産売払収入     

９，３６７万円、生産物売払収入 ８，７９２万円、一般会計繰入金 ６，６４９万円、林道債       

６，３００万円の減等によるものである。 
 
 
支出済額は、８３億７，８０２万円余で、前年度に比べ、９億６，３５２万円余、１３．０％の増となった。 

 
これは、公債費元利償還金 １０億９，９１６万円、林道災害復旧費 １億３，２２３万円、造林費   

５，７８２万円の増、林道費 ２億１，９６０万円、保護管理費 ８，８５９万円、総務費 ２，６８８

万円の減等によるものである。 
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教育奨励資金特別会計  
収入済額は、７，０８７万円余で、前年度に比べ、４９８万円余、７．６％の増となった。 

 
これは、繰越金 ３４３万円、教育奨励資金貸付金償還金 １５５万円の増によるものである。 

 
 

支出済額は、７，０８７万円余で、前年度に比べ、７，０２６万円余、１１，４５１．２％の増となった。 
 

これは、繰出金 ７，０５２万円の増、学資貸付金 ２７万円の減等によるものである。 
 
 
 
災害救助基金特別会計  
収入済額は、２９９万円余で、前年度に比べ、１９６万円余、１９０．７％の増となった。 

 
これは、財産収入 １９６万円の増によるものである。 

 
 

支出済額は、２９９万円余で、前年度に比べ、１９６万円余、１９０．７％の増となった。 
 

これは、備蓄費 １９６万円の増によるものである。 
 
 
 
母子寡婦福祉資金特別会計  
収入済額は、２億６，４６７万円余で、前年度に比べ、５，１０６万円余、１６．２％の減となった。 

 
これは、繰越金 ４，５０５万円、母子福祉資金元利収入 ３７７万円 寡婦福祉資金元利収入    

３０２万円の減等によるものである。 
 
 

支出済額は、８，４８３万円余で、前年度に比べ、６，６９５万円余、４４．１％の減となった。 
 

これは、公債費償還金 ３，１７６万円、一般会計繰出金 １，８２２万円、母子福祉費 １，３９７

万円、寡婦福祉費 ２９６万円の減等によるものである。 
 
 
 
中小企業近代化資金特別会計  
収入済額は、８２億４，４８５万円余で、前年度に比べ、３億３，５９５万円余、３．９％の減となった。 

 
これは、小規模企業者等設備導入資金償還金 １億６，２０１万円、繰越金 １億２，７７１万円の増、

高度化資金貸付金償還金 ６億１３７万円、県単独中小企業設備貸与資金償還金 ３，４８６万円の減等

によるものである。 
 
 
支出済額は、２２億３，８１５万円余で、前年度に比べ、６億４，８５０万円余、２２．５％の減となった。 

 
これは、小規模企業者等設備導入資金貸付金 ４，８８０万円の増、高度化資金貸付金償還金 ５億４

３３万円、県単独中小企業設備貸与資金貸付金 １億９，６６７万円の減等によるものである。 
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農業改良資金特別会計  
収入済額は、３億１，３９６万円余で、前年度に比べ、５，７４４万円余、１５．５％の減となった。 

 
これは、繰越金 ４，０３５万円、農業改良資金償還金 １，７２０万円の減等によるものである。 

 
 

支出済額は、１億１，６４８万円余で、前年度に比べ、７，２５７万円余、３８．４％の減となった。 
 

これは、償還金 ４，５６２万円、繰出金 ２，２８１万円、貸付金 ３５３万円の減等によるもので

ある。 
 
 
 
市町村振興資金特別会計  
収入済額は、５９億３，４６５万円余で、前年度に比べ、２億６，７１９万円余、４．７％の増となった。 

 
これは、繰越金 １０億５３万円の増、貸付金元利収入（元金） ７億２，１５１万円、貸付金元利収

入（利子） １，１８３万円の減によるものである。 
 
 

支出済額は、１５億７，７５４万円余で、前年度に比べ、５億５，９４０万円、２６．２％の減となった。 
 

これは、市町村振興資金貸付金 ５億３，２５０万円、辺地振興資金貸付金 １，６４０万円、過疎地

域振興資金貸付金 ９５０万円の減等によるものである。 
 
 
 
県税証紙特別会計  
収入済額は、３４億２，２３２万円余で、前年度に比べ、２億２１３万円余、５．６％の減となった。 

 
これは、自動車取得税証紙収入 １億６，０８９万円、自動車税証紙収入 ３，３１１万円、自動車取

得税繰越金 ８１４万円の減によるものである。 
 
 

支出済額は、３３億９，８２１万円余で、前年度に比べ、２億２，１９２万円余、６．１％の減となった。 
 

これは、自動車取得税繰出金 １億８，８８１万円、自動車税繰出金 ３，３１１万円の減によるもの

である。 
 
 
 
集中管理特別会計  
収入済額は、１，１６２億７，４７５万円余で、前年度に比べ、６億２，１３３万円余、０．５％の減と

なった。 
 

これは、給与管理収入 ６億５，９８６万円の減等によるものである。 
 
 

支出済額は、１，１６１億７，００２万円余で、前年度に比べ、６億５，３８８万円余、０．６％の減と

なった。 
 

これは、給与管理費 ６億５，８７０万円の減等によるものである。 
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商工業振興資金特別会計  
収入済額は、７０億８，３４４万円余で、前年度に比べ、１５億９，４６５万円余、２９．１％の増

となった。 
 

これは、繰越金 １７億５，６８４万円の増、貸付金元利収入 １億６，２１８万円の減によるもので

ある。 
 
 

支出済額は、３６億１，１３２万円余で、前年度に比べ、２６億６５０万円余、２５９．４％の増

となった。 
 

これは、資金貸付金 ２６億６９０万円の増によるものである。 
 
 
 
林業・木材産業改善資金特別会計  
収入済額は、２億４，５８８万円余で、前年度に比べ、１７万円余、０．１％の減となった。 

 
これは、繰越金 １，２５０万円の増、林業・木材産業改善資金償還金 ９９６万円、林業就業促進資

金償還金 ２１０万円の減等によるものである。 
 
 

支出済額は、１億１，６６５万円余で、前年度に比べ、８９万円余、０．８％の増となった。 
 

これは、林業就業促進資金貸付金 １２０万円の増、林業・木材産業改善資金貸付金 ５６万円の減等

によるものである。 
 
 
 
流域下水道事業特別会計  
収入済額は、８７億２，０４６万円余で、前年度に比べ、３億２，８４０万円余、３．９％の増とな

った。 
 

これは借換債 １０億９，８００万円、繰越金 ６，３４０万円の増、事業費県補助金 ４億６，２８

１万円、管理費負担金 ２億１３７万円、下水道債 １憶５，４５０万円の減等によるものである。 
 
 

支出済額は、７６億５，１３７万円余で、前年度に比べ、２億４，９３８万円余、３．４％の増とな

った。 
 

これは、公債費元利償還金 １１憶３，８３６万円の増、流域下水道建設費 ８億５，１８６万円、維

持管理費４，５６７万円の減等によるものである。 
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公債管理特別会計  
収入済額は、９０６億２，４３５万円余で皆増となった。 

 
これは、繰入金 ７１３憶３，２０５万円、借換債 １９２億２，０００万円、県債管理基金利子収入 

７，２３０万円の増によるものである。 
 
 

支出済額は、９０６億２，４３５万円余で皆増となった。 
 

これは、公債費元利償還金 ９０４憶９，８３０万円、県債管理基金積立金 ７，２３０万円、公債諸

費 ５，３７４万円の増によるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


